























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 （１項 5 号）
カ　購入・利用強制の禁止
 （１項６号）
キ　報復措置の禁止
 （１項７号）
ク　有償支給原材料等の対価の早期
　　決済の禁止 （２項１号）
ケ　割引困難な手形の交付の禁止
 （２項２号）
コ　不当な経済上の利益の提供要請
　　の禁止 （２項３号）
サ　不当な給付内容の変更・やり直し
　　の禁止 （２項４号）
???????
?????????
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以上の改正下請代金法を公正取引委員会が図示したのが，前頁のもので
ある。
今回の改正下請代金法により，改正以前には製造業で30万社ぐらいが対
象であったが，新たに約30万社ほどが規制の対象内に入った。公正取引委
員会と中小企業庁は，運用基準やガイドラインを関係の業界団体，企業に
対して色々なルートで，中小企業庁が所管している団体，商工会議所等々
含めて，この法改正の具体的内容を周知徹底させるよう努力した。
五　2003年の改正下請法の運用・実施過程
１　官制の経営者団体
原油高騰・下請中小企業に関する閣僚会議（2007年12月11日）
本日開催された「原油高騰・下請中小企業に関する閣僚会議」において
了承された「原油価格の高騰に伴う中小企業，各業種，国民生活等への対
策の強化について（基本方針）」に則り，中小企業など業種横断対策のため
の窓口・相談体制整備の一つとして，①下請事業者が下請法違反の疑いの
ある行為に直面するなど下請取引上の問題がある場合には，公正取引委員
会又は中小企業庁の相談窓口へ積極的に情報提供を行っていただきたいこ
と，②公正取引委員会及び中小企業庁は，その情報提供に係る秘密保持に
万全を期していること，を傘下企業に周知徹底するよう，本日付けで，日
本商工会議所，全国商工会連合会及び全国中小企業団体中央会に対して，
公正取引委員会事務総長及び中小企業庁長官連名で要請を行いました。 
（担当：中小企業庁　取引課） 
２　任意の経営者団体
①中小企業家同友会全国協議会（『中小企業家しんぶん』2005年７月25日
下請代金支払遅延防止法の一部改正とその運用
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号）
　　下請代金支払遅延等防止法は，親事業者（発注者）の不公正な取引の
規制と，下請事業者の利益の保護を図るため，下請取引上の親事業者の
義務と禁止行為を定めています。
　　1956年に独占禁止法の特別法として制定されたもので，独禁法に比較
して簡易な手続を規定し，迅速かつ効果的に下請事業者の保護を図ろう
とするものです。近年，対象範囲の拡大，禁止措置の追加，措置の強化
なども行われており，中小企業家としてはぜひ知っておきたい制度の１
つです。
法律の適用範囲・内容
　親事業者が下請事業者に物品の製造や修理を委託したとき，情報成果物
作成（プログラム，放送番組など）の作成委託や，役務（運送，ビルメン
テナンスなど）の提供委託をしたときに適用されます。
※建設工事の請負は，別途「建設業法」という法律が適用されます。
親事業者（発注者）の義務
１．注文する時は，直ちに取引条件などを書いた書面（注文書）を交付
すること。
２．注文した内容などについて記載した書類を作成し，２年間保存する
こと。
３．注文品などを受け取った日から60日以内でできるだけ早い日を代金
の支払期日と定めること，等。
親事業者（発注者）の禁止行為
１．いったん注文した品物などの受け取りを，自社の都合で拒むこと。
２．注文品を受け取った日から60日以内に定めた支払期日までに，その
代金を支払わないこと。
３．注文したあと，自社の都合でその代金を減額して支払うこと。
４．受け取った注文品などを，自社の都合で返品すること，等。違反し
た時は50万円以下の罰金，禁止行為を行った時は勧告する等の措置が
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とられます。
②全国商工団体連合会（『全国商工新聞』第2864号　2009年１月26日付）
下請法を活用し，営業と権利を守ろう。
「親会社から一方的に単価を引き下げられた」「代金が期日までに支払わ
れなかった」―不当な下請け取引に泣き寝入りしていませんか。親事業者
には期日までに代金を支払う義務があるほか，見積りを下回る単価の押し
付け，代金の減額などが禁止されています。それを定めたのが下請代金支
払遅延等防止法（以下「下請法」）。下請け業者の営業と権利を守るための
法律です。
全商連　公取委への要望が反映。
全国商工団体連合会（全商連）はこの間，「下請法」の改正と運用改善を
国に求めてきました。親会社の違反行為に対して「警告」を中心とした運
用から「勧告」を原則にした厳格運用にすべきことや証拠である書類保存
の期間延長，検査権限の強化を要望しています。
公正取引委員会は，中小業者の厳しい実態に理解を示しつつ，買いたた
きについては「しっかりと対応したい。下請法がどうあるべきか，検討す
る必要性を感じている」との考えを示しました。
こうした運動が反映し，政府は不十分ながらも経済対策の中で下請取引
適正化を政策の柱に位置づけ，10業種の下請適正取引ガイドラインを定め
厳格な運用とともに相談体制を拡充しています。
下請法に基づく08年度上半期の取り締まり状況のまとめによると，10万
社の親事業者，下請け業者の書面調査の中で違反容疑の高い433社に立ち
入り検査を実施。結果395社に改善を指導し，9.7億円を下請け業者に返還
させています。
また，全国48カ所で「下請かけこみ寺」（（財）全国中小企業取引振興協
会）を開設し，相談に乗っています。
下請代金支払遅延防止法の一部改正とその運用
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「下請法」ついて中小企業診断士の谷口修さんに聞く。
「下請法」とは，中小企業・中小業者の公正な下請け取引と利益保護を目
的とした独占禁止法の特別法です。適用取引範囲は製造委託，修理委託，
情報成果物作成委託，役務提供委託でほとんどの業種に及びます。
「情報成果物」とは，プログラム，映画・放送番組，設計図，ポスターな
どのデザイン，報告書などです。「役務提供」とは運送，物品の倉庫におけ
る保管，電子計算機にかかわる情報処理業務などです。
建設工事の下請負いはこの法律の対象になりませんが，建設業法で同様
の規定がおかれ，下請け事業者の保護が別途図られています。
親事業者と下請け事業者（個人を含む）の定義では，親事業者が資本金
1000万円以上の法人の場合の下請け取引が規制対象になっています。
親事業者の義務と禁止行為。
親事業者の義務として（1）発注時に支払日などを記載した注文書の発行
（2）下請け代金などを記載した書類作成と２年間の保存（3）60日以内の
支払期日を定めること（4）支払期日までに代金を支払わなかった場合の遅
延利息の支払い，が定められています。（1）（2）に違反した場合は50万円
以下の罰金が科せられます。
さらに親事業者の禁止行為として（1）物品などの受領拒否（2）60日以
内の支払期日までに下請け代金を支払わない支払い遅延（3）下請け代金の
不当な減額（4）不当な返品（5）著しく低い額で定める買いたたき（6）購
入・利用強制（7）下請法違反を通告したことに対する報復措置（8）有償
支給原材料などの対価を物品等の下請け代金の支払期日より早い時期に相
殺または支払わせる早期決済（9）通常の割引困難な手形の交付（10）下請
け事業者に対して金銭・役務その他の不当な経済上の利益の提供要請（11）
発注の取り消しや発注内容の変更または受領後のやり直し―が定められ
ています。
例えば，一方的に通常の対価より低い単価で下請け代金を決められた。
国際競争力強化のためのコストダウンと称して一律に一定比率で単価を引
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き下げて額を決められた ‐ などは「買いたたき」に該当します。
下請け事業者に責任がないのに，親事業者が発注後に下請け代金の額を
減じることは，たとえ当事者間で協賛金，値引き，部引き（割り戻し）な
どの名目で代金から差し引くことを合意している場合であっても禁止行為
に該当します。
親事業者がこれらの禁止行為を行ったときは，公正取引委員会が調査や
立ち入り検査，原状回復，再発防止措置などの行政指導，警告・勧告・公
表を行い，是正することになっています。
不当な扱いには粘り強く交渉を。
親事業者の優越的地位利用で，義務違反・禁止行為に当たると思われる
ときは，黙って受け入れず，最寄りの民商に相談するとともに親事業者に
下請法違反であることを告げ，製品の自主原価計算書を作成し，用意して
粘り強く交渉しましょう。
それでも解決しないときは，民商とともに所轄の公正取引委員会に申告
するなど，下請法を中小業者の権利と営業を守るために役立つ法律として
活用し，運動していくことが必要です。
３　労働組合
①日本労働組合総連合会（以下，連合）
　　連合は下請代金法に関して，毎年の「政策・制度要求と提言」のなか
で，言及している。
　　たとえば，「1992年～93年度の「政策・制度，要求と提言」（今年度の
重点政策）で，「１中小企業労働者の格差是正に向けて下請・取引関係の
改善をはかること。（1）下請単価の適正化，労働時間短縮の推進にむけ，
｢改正下請・取引振興基準｣ を遵守させる指導を強めるとともに，親企
業・下請企業間の協議を促進させること。また，労働政策においても，
取引関係改善のための施策を講ずること。（2）国や自治体の官公需発注
の際に，受注先の労働者の適正な労働条件が保障されるよう指導を強め，
下請代金支払遅延防止法の一部改正とその運用
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工費（入札価格），工期（納期）についての厳重なチェックを行うこと。
（3）非製造業分野においても ｢改正下請振興基準｣ の趣旨を生かしたガ
イドラインを作り指導を強めること。」と掲げている。
②国民春闘共闘・全労連
　　国民春闘共闘・全労連の共同事務局は，このほど「中小企業応援リー
フ」（A３判二つ折り）を５万5000部作成，25被着で発送を開始した。
　　このリーフは，収益源や倒産危機の再演に直面している中小企業の原
因が，①原油・原材料の異常な高騰，②下請単価の定期的な切り下げ強
要にあることから，その原因を明らかにしたうえで，大企業や取引先の
横暴に対処する方法として，下請二法（下請代金法，下請中小企業振興
法）の活用法を知らせる内容になっている。また，全労連・春闘共闘が
取り組んだ公取委・中小企業庁との懇談で，当局の積極的な回答も紹介
している。中小企業の経営者団体，業界団体，個別企業・業者などとの
懇談に役立つ。
おわりに
以上，本稿で見てきたように，2003年の改正下請代金法は，その内容と
運用・実施の両面でこれまでの下請代金法の強化改正となっている。また，
中小企業の経営者団体や労働組合も，この改正下請代金法の実効力の強化
を目指した運動を行なっている。しかし，それは，規制対象となる各業界
の実情を一層踏まえて，さらに強化改正され，かつ，その運用・実施の適
切化が進むことが求められている。そのことが達成されることが，日本に
おける産業構造の民主的発展と世界における日本経済への信頼度の向上に
とって不可欠なことであると言えよう。
